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令和元年度における補助制度の改正点 

【補助対象法人の要件緩和】 

・ 直近の決算におけるサービス活動収益が４億円未満であること 

 から10億円未満であることに改正しました。 

・ 区の外郭団体等である法人を除き、すべての法人が補助の対 

 象となりました。 

 

→ 令和元年５月８日付け文書にて、各法人に通知済 
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経営力強化支援補助事業 1/3 

【根拠規程】 

・ 大田区社会福祉法人経営力強化支援事業補助金交付要綱 

【対象法人】 

・ 大田区長が所轄する法人（外郭団体等を除く） 

・ 直近の決算において、サービス活動収益が10億円未満 

・ 年度初から遡ること3年間において、特別監査をうけていないこと 

【対象経費】 

・ 経営力向上のための研修受講費、研修教材費 

・ コンサルティング受講費 

・ 透明性向上を目的としたﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成委託費、更新委託費 
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経営力強化支援補助事業 2/3 

【実施期間】 

・ 平成30年度から令和元年度までの2年間 

【補助金額】 

・ 対象経費の実支出額の2分の1。ただし、10万円を上限とする。 

【その他】 

・ 補助金交付は各法人とも1回。実施期間中であっても2回以上 

 の補助を受けることはできない。 

・ 予算を超える申請があった場合は、各法人の状況等も踏まえ、 

 交付する法人を決定する。 
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経営力強化支援補助事業 3/3 

※ 今年度分の申請は、4月1日以降、随時受付けています。 

※ 事業は令和2年3月31日までに完了してください。 

※ 事業完了後、実績報告をしていただいて補助金額を確定し、 

  補助金の請求を受けた後、お支払いします。 
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法人 区 

① 申請 (H31.4から) ② 交付決定 

③ 事業実施 

④ 実績報告 ⑤ 補助金額確定 

⑥ 請求 ⑦ 支払 



支援メニュー 例 

詳しくは、大田区社会福祉法人経営力強化支援メニューをご覧く 

ださい。 

・ 評議員選任支援 

・ 福祉施設経営相談事業 

・ 経営サポート事業（経営分析プログラム等） 

・ 社会福祉法人制度改革・社会福祉法人会計に知見を有する 

 公認会計士・税理士の紹介 

・ 計算書類等の会計基準との整合性の点検及び改善、決算業 

 務やパソコン会計の導入、各種規程・業務手順の見直しや 

 作成、経営顧問や監事等への就任依頼、内部監査業務 等 

→ 補助対象の可否については、事前にご相談ください。 
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申請書類等のダウンロード 

・ 大田区ホームページから申請書類等をダウンロードしてください。 

 トップページ ＞ 生活情報 ＞ 福祉 ＞社会福祉法人・福祉 

 サービス事業者等の指導監査（検査） ＞ 社会福祉法人の 

 認可等・指導監査 ＞ 大田区社会福祉法人経営力強化支援 

 事業補助金  

・ 記入例を参考に、申請書類等を作成してください。 
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終わり 

ご清聴ありがとうございました。 

8 

【担当】 

大田区福祉部福祉管理課法人指導担当 

〒144-8621 大田区蒲田五丁目13番14号 

大田区役所本庁舎8階 

TEL 03-5744-1215 FAX 03-5744-1520 

e-mail fukukan@city.ota.tokyo.jp 


